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中国帰国者の現状と自立支援の今後の方策  
＜中国帰国者の現状＞  
（平成15年4月1日い生活実態調査）  

＜現行の方策＞  ＜平成19年度からの更なる方策＞  
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～生活保護制度自立支援プログラム～生活保護受給中の中国帰国者等への地域生活支援プログラム  

①中国帰周者支援・交流センター等が行う  
日本籍等各種の学習への支援又は交流事業  
等への支援（中国帰国者等のうち一世について  
は、他に「友愛電話」r友愛訪問」による支援）  

②訪中支援（帰国者等のうち一世）   

・渡航中の生活扶助費の継続支給   
・渡航費用の収入詑定除外  

（診 自学自習者に対する適切な教材等の紹介   

（帰国者等のうち2－3世）  

④就労に役立つ日本語等の資格取得支援   
（帰国者等のうち2・3世）  

・定着地での生活相  
談、日本語の補習教  

育等  
・各種施策の案内、  
手続援助  
・生活実態、ニーズ  
の把握  

⑤地域生きがい支援（帰国者等のうち一世）  

⑥「生活保護受給者等就労支援事業」の活用  

⑦その他、地方自治体等が中国帰国者等のニーズ   
に応じ、独自に実施する事業  

援  護  施  策  と  の  連  携  
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（別紙）  

社援発第0330007号  

平成19年3月30日  
生活保護受給中の中国帰国者等への  

地域生活支援プログラム実施要領  

各都道府県知事  

各指定都市市長  

各中核市市長   
1 趣旨及び目的  

中国帰国者等に対しては、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後   

の自立の支援に関する法律に基づき、自立の支援のため、日本語教育や就労支援   

等を行ってきているところであるが、なお現実問題として、日本語習得が不十分   

であること、高齢化に伴い就労が困難となってきていることに加え、自立を望む   

ものの地域社会にとけ込めず引きこもりになりがちな傾向が見られるなど社会的   

な自立が困難な者も少なくない状況にあり、生活保護受給者が半数を超えている   

という現実がある。また、二世等を取り巻く就労環境にも厳しいものがある。  

このため、生活保護を受給している中国帰国者等及び二世等（以下「中国帰国   

者等」という。）に対し、個々の実状とニーズを踏まえつつ、福祉事務所及び都   

道府県援護担当課（以下「援護担当課」という。）等が連携して、「地域生活支   

援プログラム」を実施し、日本語学習等の支援や生活支援等を行うことにより、   

社会的・経済的自立の助長を図ることを目的とする。   

2 事業の実施体制  
（1）都道府県地域生活支援プログラム連絡協議会の設置  

各都道府県に、各都道府県、政令指定都市、中核市の生活保護担当課長、各  

都道府県の援護担当課長等から構成される都道府県地域生活支援プログラム連  

絡協議会（以下「都道府県連絡協議会」という。）を設置する（別添1「都道  

府県地域生活支援プログラム連絡協議会設置要領」参照）。都道府県連絡協議  

会は、関係機関の連携を図り、プログラムの実施手順等の調整及び自立指導員  

や福祉事務所職員に対する研修の企画・実施等によりプログラム実施に向け  

て、共通認識を形成するものとする。   

（2）地域生活支援プログラム支援チーム（以下「支援チーム」という。）の設置  

地域生活支援プログラム担当責任者（以下「プログラム担当責任者」という。）、  

都道府県知事が選任した自立指導員（以下「自立指導員」という。）及び福祉  

事務所職員で構成される支援チーム（別添2「地域生活支援プログラム支援チ  

ーム設置要領」参照）を設置し、中国帰国者等のニーズの把握を行いつつ、支  

援を行う。  
なお、必要に応じ、支援チームは、プログラム担当責任者以外の援護担当課  

の職員、身元引受人、就労相談員、その他適当と認められる者に協力を求める  

ことができることとする。   

（3）プログラム担当責任者の役割  

各都道府県援護担当課に、援護担当課の職員をプログラム担当責任者として  

設置し、自立指導員との連携を図り、当該援護担当課内における支援状況の把   

厚生労働省社会・援護局長  

生活保護受給中の中国帰国者等への  
地域生活支援プログラムについて  

中国帰国者等への支援については、これまで永住帰国者の受入れ及び帰国者等の  

定着自立促進を目指し、種々の対策を講じているところであるが、生活保護受給者  

が半数を超えているという現実がある。本年1月には内閣総理大臣よりきめ細やか  

な自立支援の取組を推進するよう指示がなされ、また中国帰国者等が置かれた特殊  

な事情を踏まえ、中国帰国者等の地域における社会的自立を進め、安心して生活を  

営むことができるよう支援を推進していくこととした。   

こうした取組の一環として、生活保護制度の自立支援プログラムのひとつとして  

「生活保護受給中の中国帰国者等への地域生活支援プログラム実施要領」を別紙の  

とおり定め、平成19年4月1日より適用することとしたので、本事業の適正かつ  

円滑な実施を図られたく通知する。   

なお、貴管内の保護の実施機関に対して、貴職からこの旨周知されるようお願い  

する。  



握を行うとともに、支援の円滑な実施を図る。   

（4） 自立指導員の役割   

ア 職務  

自立指導員は、本実施要領4に規定する事項のうち自立指導員が行うこと  

としている業務を、福祉事務所との密接な連携を図りながら、実施する。   

（ア）自立指導員は、福祉事務所職員と同行の上、中国帰国者等の家庭訪問等を  

行い、家庭訪問等終了後は中国帰国者等の生活状況や希望する支援内容を  

プログラム担当責任者に報告する（報告様式二参考例1）。   

（イ）自立指導員は、福祉事務所職員と協力し中国帰国者等が日常生活上抱えて  

いる問題を踏まえ、中国帰国者等に最も適した支援について助言する。   

（ウ）自立指導員は、プログラム担当責任者及び福祉事務所職員に意見を述べる  

ことができ、プログラム担当責任者及び福祉事務所職員は自立指導員の意  

見を尊重する。   

（エ）自立指導員は、中国帰国者等を少なくとも年2回訪問する。   

（オ）自立指導員は、本事業の実施にあたっては支援・交流センター及びハロー  

ワーク等各種関係機関と連携を図る。   

（力）自立指導員は一つ又は複数の福祉事務所の管轄区域を担当するものとし、  

その範囲は、都道府県連絡協議会で調整するものとする。  

イ 研修の受講  
自立指導員は、援護担当課の実施する援護事業に関する相談・指導方法及  

び帰国者支援法、地域生活支援プログラムに係る事業や当該地域における中  

国帰国者等の状況など、職務を遂行するための必要な知識等を得るために、   

積極的に研修を受講するものとする。また、生活保護制度に係る必要な知識  

等を得ることに努めるものとする。  

り 秘密保持義務  
自立指導員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはいけない。  

エ その他  

この要領に定めるもののほかに、自立指導員に閲し必要な事項は、別途定  

めるものとする。  

（5）福祉事務所職員の役割  

福祉事務所職員（査察指導員、ケースワーカー等）は、支援チームの構成員   

として自立指導員と同行し中国帰国者等の家庭訪問等や支援メニューの利用に   
ついて助言を行うほか、必要に応じ援護担当課等との連絡調整、当該福祉事務   

所の中国帰国者等に対する支援状況の把握を行う。   

（6） 自立支援通訳の役割  

自立支援通訳は、地域生活支援プログラム実施中、中国帰国者等と関係機関   
等との面談や手続きにおいて、通訳が必要と判断される場合に、援護担当課を   

通じて派遣され、支援の円滑な実施を図る。  

3 支援対象者  

支援対象者は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支   

援に関する法律（以下「法」という。）第2条第1項に規定する者及び中国残留邦人   

等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律施行規則（平成   

6年厚生労働省令第63号。以下「省令」という。）第10条に規定する親族等   

で、法第2条第3項に規定する目的により永住帰国した者のうち、現在生活保護   

を受給している者とする。   

4 支援の手順  

中国帰国者等に対する支援は、自立指導員と福祉事務所職員が中心となり、当   

該中国帰国者等の生活状況等を把握の上、本人の希望に沿って、以下の要領で行   

うものとする。  

（1）自立指導員及び福祉事務所職員は家庭訪問等の日程調整後速やかに当該中国  

帰国者等に対する家庭訪問等を実施することとする。   

（2）家庭訪問等においては、中国帰国者等の個別のニーズを把握し、中国帰国者  

等の希望に沿った以下のような支援につなげるほか、日常生活の相談・支援を  

行う。  

（個別支援メニューの例）   

【① 中国帰国者支援・交流センター等（以下、「センター等」という。）  

が行う日本語等各種の学習への支援又は交流事業等への支援（中国帰  

国者等のうち一世については、他に「友愛電話」「友愛訪問」による  

支援）】  

日本語等各種学習、交流事業等への参加を希望する者に対し、センタ  

ー等で行われている日本語学習等各種講座、交流事業及び生活相談の紹  

介とあっせんを行い、通所（学）に必要な交通費及び教材真の支給を行  

う。また、中国帰国者等のうち一世については、中国帰国者支援・交流  

センターで行われている「友愛電話」、「友愛訪問」の紹介とあっせん  

を行う。  

【② 訪中支援（原則中国帰国者等のうち一世）】  

親族訪問等のため一定期間中国等に渡航する場合については、その渡  

航期間中は生活扶助費を継続支給するとともに渡航費用は収入として認  

定しない取り扱いとする。  

【③ 自学自習者に対する適切な教材等の紹介】  

自学自習のための適切な情報の提供を希望する者に対し、個々の自学  

自習に適した教材の相談や適時のアドバイスを行い、学習に必要な教材  

費の支給を行う。   



し、援護担当課に連絡する。   

（2）援護担当課は、中国帰国者等が希望する支援メニュー等を把握した後速やか  

に担当自立指導員に対し、文書等（参考例2）の写しを送付し、併せて福祉事  

務所と当該中国帰国者等との家庭訪問等の日程調整を行うよう連絡する。   

6 その他留意事項  
事業の実施に当たっては、中国帰国者等のプライバシーの保護に特に配慮する。   

【④ 就労に役立つ日本語等の資格取得支援】  

就労に役立つ日本語等の資格取得を希望する者に対し、個々人の希望  

に添った各種学校法人等を紹介し、学費等及び資格取得のための受験料  

を支給する。  

（参考）  

就労に役立つ日本語等の資格取得のための教育訓練給付金事業実施要領  
（平成19年3月30日社援発第0330008号）   

【⑤ 地域生きがい支援（中国帰国者等のうち一世）】  

原則60歳以上の健康で働く意欲があり、シルバー人材センターで提  

供される仕事に理解と熱意を持って就くことができ、かつ、地域社会へ  

の参加意欲のある者に対し、シルバー人材センターヘの案内を行う。   

【⑥ 「生活保護受給者等就労支援事業」の活用（中国帰国者等のうち二  

・三世）】  

就労による自立を目指す者に対し、福祉事務所と公共職業安定所とが  

連携し、個々の対象者の態様、ニーズ等に応じた就労支援を行う「生活  

保護受給者等就労支援事業」を活用する。  

（参考）  

「生活保護受給者等就労支援事業」活用プログラム実施要綱について  
（平成17年3月31日雇児発第0331019号■社援発第0331011号）  

「生活保護受給者等就労支援事業について」  
（平成18年3月31日職発第0331009号）  

【⑦ その他、地方自治体等が中国帰国者等のニーズに応じ、独自に実施  

する事業】   

（3）中国帰国者等の誘導  

自立指導員及び福祉事務所職員が中国帰国者等を家庭訪問等し、把握した個  

別のニーズや希望する支援内容をプログラム担当責任者に報告する（報告様式   

：参考例1）。  

プログラム担当責任者は、支援内容が決定した中国帰国者等に対し支援開始  

日等の連絡をするとともに、支援を実施する関係機関に必要に応じ中国帰国者  

等の情報を連絡する。   

（4）自立指導員と福祉事務所職員は定期的に中国帰国者等を家庭訪問等し、支援  

内容について、何か支障はないか、その他意向等を聞くものとする。   

5 支援対象者の把握等  
（1）援護担当課は、把握している中国帰国者等に対し文書等（参考例2）により、  

生活保護受給の該当性、地域生活支援プログラムの説明、中国帰国者等が希望  

する支援内容の把握等を行う。  
一方、福祉事務所においては、生活保護を受給している中国帰国者等を整理  



（別添1）  

（5） その他必要な事項  

その他事業に必要な事項について協議等を行う。   

4 協議会の開催   

必要に応じ開催するほか、翌年度については可能であれば前年度の3月に開催   

することとし、少なくとも毎年4月に開催する。   

特に、平成19年度においては、管内の帰国者動向、生活保護施策の動向を説   

明し、また実施スケジュールの調整等を行うための連絡協議会を18年度中に開   

催し、各支援メニュー（特に訪中希望者や交通費等の支給対象者等）対象者の把   

握に努められたい。   

5 秘密保持義務   

都道府県連絡協議会の構成員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。   

6 庶務   

都道府県連絡協議会の庶務は、都道府県生活保護担当課の協力を得て、都道府   
県援護担当課が行う。   

都道府県地域生活支援プログラム連絡協議会設置要領  

1 目的   

生活保護受給中の中国帰国者への地域生活支援プログラム（以下「地域生活支援   

プログラム」という。）を実施するため、各都道府県において、援護担当課及び福祉   

事務所の担当者等を構成員として、関係機関の連携を図りつつ実施手順等を調整   

することを目的とし、都道府県地域生活支援プログラム連絡協議会（以下「都道   

府県連絡協議会」という。）を設置する。   

2 構成員等   

都道府県連絡協議会の構成員は、以下に揚げる者とする。  

（1）生活保護担当課  

都道府県、政令指定都市及び中核市生活保護担当課長  
（2）援護担当課  

都道府県援護主管課担当課長  

（3）その他  

① 自立指導員  

② 中国帰国者自立研修センター長  

③ 中国帰国者支援・交流センター長  

④ 身元引受人  
⑤ 就労相談員  

⑥ その他必要と認める者   

3 協議事項等  

（1）都道府県内の帰国者定着状況、生活保護施策の動向等の説明  

援護担当課から管内の帰国者定着状況等に関する説明、福祉事務所から生活  

保護施策の動向等について説明する。   

（2）事業の実施に当たっての担当者の研修方法等の調整及び決定  

必要に応じて、福祉事務所職員等に対して援護事業を、一方、援護担当課の  

プログラム担当責任者及び自立指導員に対して福祉行政の研修を行うための方  

法及び時期等を調整及び決定する。   

（3）事業実施スケジュール等の調整及び決定等  

① 事業実施開始時期の決定及び年間計画の策定  

② 支援チーム設置時期、構成員、構成員同士の連絡方法及び開催場所（福祉  

事務所）等の確認  

（4）実施状況の確認及び検証  

定期的に事業の実施状況について確認及び検証を行う。  



氏 名   



8．その他ご要望等ありましたら自由にお書き下さい。   （参考例2）  

地域生活支援プログラムご利用のための事前調査票   

この調査票は、あなたに関係する事柄について質問するものです。   

回害は、今後、福祉事務所、公共職業安定所等、帰国者の援護を担当している関係機関に提供するこ  

とがあります。  

1．あなたのお名前  

1
ノ
 
 

女
 
 

男
 
 

t
 
 

d
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
▲
′
 
 
＼
 
ノ
／
 
 
 
 
 
 
 
＼
＼
 
 

2．あなたの性別  

3．あなたの現住所  

携帯  

4・あなたの生年月日  〔西暦）  年 月  ご協力ありがとうございました。   

すべての国警用紙を、同封の封筒に入れてご返送ください。   

後日、あなたの担当をさせていただく自立指導員（又は福祉事務所職員）があなたのご要望をお  

伺いするため、何らかのご連絡を差し上げます。よろしくお願いいたします。   
〔  
西暦）  年   月  5．あなたが日本に帰国した年月日  

6．生活保護について（該当する番号に○を付けて下さい）  

〔 

（1）現在生活保護を受けている  

（a生活保護を受けていない  

¶7．同封の「地域生活支援プロクラム」をこ覧になって、利用してみたいメニューに○印をつ  

けて下さい。  

う、中国帰国者支援・交流センター等が行う白木語教室等各種の学習コースや交流事業等の  

紹介及び学習支援   

2／養父母のお見舞いやお墓参りのための中国訪問に関する支援  

（中国へ渡航期間中の生活保護費の取扱が変わります。）（原則中国帰国音等のうら一世）   

吉 日本譜の自習のため、適切な教材の相言炎や適時のアドバイス等   

′耳就職に役立つ日本語検定などの資格F又得を巨指す支援   

石 地土或での生きがいを見つけるための支援（中国帰国者等のうら二世）  

（シルバー人材センターヘの案内等）   

⑥ 「生活保護受給者等就労支援事業」への参加（中国帰国者等のうら二・三世）   

竿 その他、あなたが参加してみたい交流の場、趣味、講座などありましたらご自由にお書き  

下さい。  

‡巨  
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